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平成３０年４月１０日（火） 午後３時１５分 

岐阜市役所 低層部３階 大会議室 

 

櫻井  宏 ・福田 正義 ・ 河田  均 ・ 永田 昭三     

林  安廣 ・椙下 信孝 ・ 西垣  隆 ・ 山口 基治      

森瀨  宏 ・野々村 貢 ・ 清水 健吉 ・ 江崎 和浩 

中川美那子 ・江﨑 美咲 ・ 古田  薰  

 

林  孝雄 ・ 國井 忠男 

 

 

栗本 恒雄 

 

伊藤 一仁 ・ 伊藤 義照 ・ 塩谷 芳美 ・ 小河  先 

奥村 富則 ・ 加納 康男 ・ 神谷 保行 ・ 岸野 治郎 

杉本 宜永 ・ 髙橋 直美 ・ 田中 鉄男 ・ 辻  政廣 

戸﨑 和美 ・ 豊吉 育夫 ・ 福井 正弘 ・ 本田 忠男 

眞鍋  勇 ・ 村瀬 忠彦 ・ 山田 貞夫 

 

事務局長  奥田 泰史     

副主幹   髙島 明見    主査    則竹 邦彦      

主任主事  大嶽 紘代    主任主事  小栗 照之  

主任主事  川口 尚杜    主事    坂口 由充加                  

主事    山田 徳四郎  

 

 

農林部長           安田 直浩 

農林部次長兼農林政策課長      大久保 義彦 

農林園芸課長         加藤 一義 

畜産課長兼家畜診療所長    佐藤 文勝 

農地整備課長         塩田 健二 

中央卸売市場長        奥村 直彦 

食肉地方卸売市場長      阿部 光宏 

農林部農林政策課副主査    谷口 匠 
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第１７号 平成３０年度農業施策・予算編成等に関する要望書

回答及び平成３０年度農林部予算概要と農林水産関

係予算について  

第１８号 平成３０年度農業委員会農業振興対策の重点事業計

画について  

第１９号 平成２９年度の目標及びその達成に向けた活動の点

検・評価（案）並びに平成３０年度の目標及びその

達成に向けた活動計画（案）について  

第２０号 農地法第３条第１項の規定による許可を要する農地

の買受適格証明願の審議について  

第２１号 農地法第３条第１項の規定による許可申請の審議に

ついて  

第２２号 農地法第４条第１項の規定による農地転用許可申請

の審議について  

第２３号 農地法第５条第１項の規定による農地転用許可申請

の審議について  

第２４号 農地法第３条の３の規定による届出並びに同法第４

条第１項第７号及び第５条第１項第６号の規定によ

る農地転用届出の受理の報告について  

第２５号 租税特別措置法第７０条の６第１項の規定による農

地等に係る相続税の納税猶予の適用に関する適格者

証明願の審議について  

第２６号 農用地利用集積計画の決定について  

第２７号 農用地利用配分計画案の策定に対する意見決定につ

いて  

     

時間もまいりましたので、ただいまから、平成３０年第４回農

業委員会総会を開会致します。ただいまの出席委員は、１８名中    

１６名で過半数に達しておりますので、本会議は成立することを

報告致します。 

議事に入るに先立ちまして、本日の議事録署名者を慣例により

まして、私から指名でお願いしたいと思いますが、よろしいです

か。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 
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大久保 

農林部次長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、議席番号７番、西垣隆委員、議席番号８番、山口基

治委員、よろしくお願いします。 

 

本日、農地利用最適化推進委員の御出席がありますので、農地 

利用最適化推進委員の方も意見や質問がありましたらよろしくお 

願いします。 

   

   それでは、議案の審議に入ります。 

議案第１７号、平成３０年度農業施策・予算編成等に関する要 

望書回答及び平成３０年度農林部予算概要と農林水産関係予算に

ついてを議題と致します。内容につきましては、農林部次長から

説明をお願いします。 

 

それでは、議案第１７号、平成３０年度農業施策・予算編成等 

に関する要望書回答及び平成３０年度農林部予算概要と農林水産 

関係予算について、私から一括して説明致します。 

着座にて説明させていただきます。 

初めに、要望書に対する回答でございます。 

議案の４ページを御覧ください。 

１、農業委員会活動についてに関する要望について回答させて

いただきます。 

農政推進委員会の果たす役割は、地域営農の活性化、農地の保

全・管理、人・農地プランの合意形成など、継続的かつ円滑に本

市農政を推進していく上で重要であると考えておりますので、引

き続き予算の確保に努めてまいります。 

続きまして、２、経営所得安定対策等についてに関する要望に

ついて回答させていただきます。 

産地交付金は、水田フル活用ビジョンに基づき、戦略作物の生

産生、地域振興作物や備蓄米の生産等といった取り組みに対して

支払われる交付金であり、過去の実績及び今後の取り組み方針に

応じて地域農業再生協議会に枠配分されます。 

この配分枠を余すことなく活用するため、農政推進委員会やＪ

Ａ等関係機関と連携し、高付加価値化や低コスト化といった取り

組みを一層推進し魅力ある産地づくりを進め、引き続き予算の確

保に努めてまいります。 

続きまして、５ページを御覧ください。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、農地中間管理事業についてに関する２点の要望について回

答させていただきます。 

（１）につきましては、農地中間管理事業を活用して、農地を

貸付ける地域や出し手に対し、機構集積協力金を交付することで、

地域の実態に即した農地の集積や連坦化を進め、農業生産の向上

を図ってまいります。 

（２）につきましては、農業委員会と連携し農地の現状を把握

した上で、農地中間管理事業を活用した農地貸借を斡旋するなど、

耕作放棄地の発生防止に努めてまいります。 

続きまして、４、多面的機能支払交付金等についてに関する３

点の要望について回答させていただきます。 

６ページを御覧ください。 

（１）につきまして、農業施設の有効な機能保全を目的に行わ

れる農業用排水路浚渫業務委託につきましては、引き続き適切な

予算の確保に努めてまいります。 

（２）につきまして、農業用水路の浚渫につきましては、多面

的機能支払交付金の対象事業となっており、同事業の推進を図っ

ているところであります。農業用排水路浚渫業務委託も引き続き

実施してまいりたいと考えております。 

（３）につきまして、多面的機能支払交付金は、地元の方々の

コミュニティの育成も目的の一つとしておりますことから、地元

の方々の参加を促してまいります。 

続きまして、５、農業生産振興及び担い手対策についてに関す

る８点の要望について回答させていただきます。 

７ページを御覧ください。 

（１）につきましては、これまで、減化学合成農薬、減化学肥

料栽培を推進するぎふクリーン農業や、新技術を導入した特産農

産物の生産に取り組む団体に対して、機械・施設等の導入助成を

実施してきたところですが、今後も、引き続きこうした取り組み

への支援を進めてまいります。 

（２）につきましては、本市農業における新たな産地化とブラ

ンド化の確立を図るため、平成２７年度から薬用作物の栽培を開

始し、市内農業者で構成された薬用作物栽培協議会において栽培

技術の習得と種苗の増産を進めております。 

また、本市の特産農産物をぎふベジとして位置づけ、販売促進

フェアを実施するなど普及・啓発に努めることにより、農業所得



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の向上につながる仕組みづくりを構築してまいります。 

（３）につきましては、現在、国の農業次世代人材投資資金制

度を活用し、新規就農者に農業を始めてから経営が安定するまで

最長５年間、年間最大１５０万円を交付しております。 

今後も地域農業の維持・発展を図るためには、新規就農者の育

成・確保は不可欠でありますことから、引き続き支援してまいり

ます。 

（４）につきまして、農薬の適正使用については、毎年４月に

市内全農家を対象としたリーフレットの配布、また、農業委員会

だより等による周知を行っておりますとともに、関係機関との連

携のもと、市ホームページや市民向けの研修会を年２回開催して

おります。 

今後もこうした取り組みを通じ、農薬に関する正しい情報提供

に努めてまいります。 

８ページを御覧ください。 

（５）につきましては、国の農業経営力向上支援事業を活用し

て、意欲のある農業者が本格的な農業経営者に成長し、さらなる

経営発展を図ることができるよう、法人化等の推進や経営の質の

向上に支援してまいります。 

また、産地構造改革支援事業により農業設備・機械等の導入を

支援し、農業の効率性向上を図り、農業生産の基盤強化を推進し

てまいります。 

（６）につきましては、市民農園は、地産地消の推進、耕作放

棄地の解消において効果が期待できます。そのため、本市では、

平成２４年度より市民農園開設支援事業をスタートし、農地所有

者が特定農地貸付法に基づき行う農園整備等に対して費用の一部

助成をするとともに市の広報誌を活用して利用者募集をするなど、

市民に身近な市民農園整備を進めております。 

一方、市内には本市が把握しているだけで２８箇所もの農園が

存在し、一部農園では利用者募集をしても応募がなく利用率の低

下に苦慮している農園も見受けられます。そのため、今後は農園

開設希望者にそのような現状を理解していただいた上で支援を進

めてまいります。 

（７）につきましては、回収につきまして、県、農協と連携し、

生産者等に回収日や回収方法等の周知を図ってまいります。 

（８）につきましては、農業委員会と連携し、農地の利用状況



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を把握した上で、耕作放棄地の所在が判明した場合は所有者等に

対し改善を求めるとともに、農地中間管理事業の活用を斡旋する

など、未然に耕作放棄地の発生及びゴミ等の不法投棄防止に努め

てまいります。 

続きまして、９ページを御覧ください。 

６、食農教育の推進についてに関する４点の要望について、順

次、回答させていただきます。 

（１） につきましては、健康増進課が所管する岐阜市食育推進

計画との整合を図る中、ＪＡぎふをはじめとする農業関係団体、

教育委員会、保育所等と連携して情報共有に努めるとともに、岐

阜市食生活改善推進員の育成や支援、岐阜県栄養士会と協働する

ことで、食農教育の内容充実及び体制強化を推進してまいります。 

（２）につきましては、岐阜県や岐阜県農業協同組合中央会、

市学校給食会と連携し、学校給食に県内産農作物等を導入した際

の費用に対する一部助成を実施しています。 

今後も関係機関と連携し、学校給食を通した地産地消の推進を

図ってまいります。 

また、岐阜市では食の指導の一環として、食に関する実践的・

体験的活動を通して学ぶ、食の体験教室及び地場産物の活用、自

校の栽培物の活用等による、学校給食独自献立といった取り組み

を行っています。 

岐阜市の学校給食に使用する農作物については、一日の使用量

が多いため、優先的に使用したいという願いはあっても、残念な

がら給食における使用量の確保と安定供給という課題が生じ、希

望する数量が確保できない場合があります。 

そこで現在は、学校給食独自献立という形で各学校が地元のＪ

Ａと連携し、地元で収穫された青果物を給食に採り入れる取り組

みを行っています。さらには、こうした取り組みがより多くの学

校で取り組まれるよう実践交流等を行いながら、実践集を毎年各

学校に配付する等、啓発を進めております。 

今後さらに、栄養教諭と連携し、岐阜市版オリジナル教材を活

用した授業を推進することにより、食農教育の充実を図ります。 

１０ページを御覧ください。 

（３）につきましては、教育委員会と連携し、食農教育児童実

践支援事業を展開するとともに、市内各小学校における食農教育

活動への支援を実施してまいります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内全小学校において、健康教育全体計画を作成し、食生活の

大切さが分かり、望ましい食習慣を育てるため、推進の観点とし

て食を位置づけています。栄養士や担任による、栄養指導や食を

支える方々への感謝の指導や、お弁当の日を位置づけ、自分で作

ったお弁当を持参して食べる活動などを実施しています。 

小学校の実践では、総合的な学習の時間において、米や枝豆づ

くりなどに取り組む際、地域の方の協力を得ながら栽培している

学校が数多くあります。 

その中には、自分たちで栽培したものを、地域の行事で販売す

る取り組みをしている学校もあります。中学校の実践では、技術

・家庭科の学習において、野菜を栽培したり、地域食材や食文化

について学んだりしています。 

今後も健康教育全体計画や学習指導計画を基に、児童生徒が実

践的・体験的に学ぶことができるようにしていきます。 

（４）につきましては、子どもたちに地域農業への理解を促進

するため、市内小中学校が実施する食農教育に関する取り組みを

支援するとともに、栄養教諭等と連携して食農教育の教材を活用

した授業を実施し、地産地消の推進や食農教育の充実を図ってま

いります。 

続きまして、７、有害鳥獣等の被害対策についてに関する５点

の要望について、回答させていただきます。 

１１ページを御覧ください。 

（１）につきましては、大型有害獣による農作物被害の軽減に

は、捕獲対策だけでなく、集落ぐるみの被害防止対策を合わせた

総合的な対策が不可欠であるため、防除柵の設置等を目的とした

補助事業の予算確保に努めてまいります。 

（２）につきましては、今年度も小型有害獣捕獲用の檻の台数

を増やし、窓口等で捕獲方法等の情報提供に努めた結果、９月末

時点で檻の貸し出しは、昨年度の年間実績の６９パーセントとな

り、捕獲実績は７２パーセントに達しています。今後も引き続き

捕獲用檻の台数確保や情報提供等、個人捕獲の推進に努めてまい

ります。 

（３）につきましては、昨年度は、ジャンボタニシによる被害

報告が最も多い年でしたが、実被害割合は０．３５パーセントで

した。対策として岐阜市農業委員会だより１月１日号に冬季のジ

ャンボタニシ対策の啓発記事を掲載したほか、同じ１月にＪＡぎ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふで実施されたジャンボタニシ撲滅キャンペーンに合わせて資料

を提供しジャンボタニシ対策の啓発を依頼しました。 

このほか、毎年４月にすべての水稲農家に対してジャンボタニ

シの防除方法や防除暦について記した防除啓発チラシの配布を行

っています。今後も防除対策の周知により、被害拡大防止に努め

てまいります。 

１２ページを御覧ください。 

（４）につきましては、果樹園等における農作物に被害を及ぼ

す小型鳥類につきましては、他都市や本市の事例を参考に、効果

の高い檻等による捕獲に努めてまいります。 

（５）につきましては、大型獣の有害鳥獣について、被害状況

に応じて猟友会と協議して捕獲を実施しているところですが、頭

数制限を超えた場合でも、引き続き捕獲が必要な場合は追加捕獲

を検討いたします。 

続きまして、８、農業基盤整備対策についてに関する３点の要

望について、順次回答させていただきます。 

（１) につきましては、用排水路等の農業用施設の修繕につき

ましては、施設の点検結果を基に、改良・補修による長寿命化や

更新の検討を行い、より一層、効果的な手法により計画的に整備

を進めてまいります。 

また、公共事業による農業用施設の移設などの補償につきまし

ては、従来から地元の意見を尊重するよう事業者に対して求めて

おり、引き続き要望を行ってまいります。 

（２）につきまして、農業基盤の再整備については、整備内容

に応じて活用できる事業メニューがあることから、各地域で必要

となる整備内容を取りまとめとていただき、各土地改良区や用排

水組合等を通じて御相談ください。 

１３ページを御覧ください。 

（３）につきましては、草刈り等の管理を農業者が実施してい

ることは、これまでも機会を捉えて説明しておりますが、今後も

引き続きＰＲに努めてまいります。農振農用地域内の用排水路で

あれば、多面的機能支払交付金制度を活用することで、この事業

の中で保険代金の計上や人件費の支出も可能となりますので、農

地整備課まで御相談ください。 

要望に対する回答は、以上でございます。 

続きまして、平成３０年度農林部予算概要と農林水産関係予算



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

について説明させていただきます。 

お手元の議案１４ページ、平成３０年度農林部予算概要と農林

水産関係予算を御覧ください。 

本年度の重点課題といたしまして、競争力と魅力ある産業へと

して、攻めの農林水産業では、①新たな産地化とブランド化の確

立、②地産地消と地産外商の推進、③持続可能な力強い農業の実

現を図る、という３つの柱と、守りの農林水産業では、①優良農

地の集積及び有効利用の促進、②多様な担い手の支援及び育成、

③食農教育の充実、④森林環境等の保全、⑤農業用水利施設等の

整備を図る、という５つの柱を掲げております。 

また、その他の重点課題としては、食の安心確保に取り組んで

まいります。 

では、主な事務事業案の概要につきまして、説明いたします。 

まず、重点課題の１つ目、競争力と魅力ある産業への実現に向

けた取り組みとして、１つ目の柱、１、攻めの農林水産業では、

①新たな産地化とブランド化の確立を図る事業として、薬用作物

栽培推進事業、１千６６０万４千円は拡大事業です。 

薬用作物栽培指導にかかるこれまでの生産拡大や販路開拓の取

り組みに加えて、新たに生産者の栽培技術習得に係る経費助成や、

生産体制の合理化を図る施設設備等の導入経費に対する助成、ま

た、生産拡大への意欲向上のため栽培面積規模に応じた助成を行

い、薬用作物の産地化に向けたソフト、ハード両面からの支援を

行っていきます。 

ぎふベジブランド発信事業、６１３万８千円は拡大事業です。 

現在開設しているぎふベジ専用ホームページやフェイスブック

での動画配信など、コンテンツの充実に加え、消費者へのさらな

る認知度向上を図るため、新たにぎふベジのロゴマークを商標登

録する経費を計上しています。 

②地産地消と地産外商の推進を図る事業として、ぎふベジプロ

モーション事業、６２０万円は新規事業です。 

市内で恒常的に集客が見込める場所にぎふベジ専用ブースを設

け、旬野菜などの試食や紹介パンフレットの配布、ぎふベジに因

んだストーリー仕立てのＰＲ動画の放映を継続的に行う一方、市

外向けとして、首都圏において、岐阜いちごの生ジュースなどの

加工品を活用し、一定期間ＰＲ活動を展開することで、地産地消

と地産外商の両面から、ぎふベジのブランド力向上を図ります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜市農業まつり開催事業１５０万円は、生産者と消費者、農

業と地域社会とのふれあいをテーマに、ＪＲ岐阜駅北口駅前広場

でイベントを開催し、市民に対して地産地消をＰＲすることで、

地元農産物の消費拡大を図ります。 

③持続可能な力強い農業の実現では、農業者の所得向上に向け

た産地構造転換を図るため、必要となる農業用施設の整備や機械

等の導入に対する県の補助金に、市費を上乗せし支援する、産地

構造改革支援事業、８千６５３万７千円を実施します。 

次に、経営所得安定対策推進事業、１千７８１万１千円は、恒

常的に販売価格が生産費を下回っている米などの水田作物を対象

に、差額補填を行う経営所得安定対策制度の円滑な実施のため、

必要な経費を助成します。 

１５ページを御覧ください。 

２つ目の柱、２、守りの農林水産業です。 

①優良農地の集積及び有効利用の促進では、農地利用状況調査

や農地相談員の設置、農業委員会研修などを実施する機構集積支

援事業に１千１３１万６千円、②多様な担い手の支援及び育成と

して、収入の不安定な新規就農者に年間最大１５０万円を５年間

にわたり助成を行い、定着化を図る農業人材力強化総合支援事業、

２千６２５万円などを行います。 

続く③食農教育の充実では、市内の小学生を対象に、学校や農

政推進委員会などの各地域団体が行う水稲栽培や野菜づくり、餅

つき体験などを支援する食農教育児童実践支援事業、１００万円

を実施します。 

続いて④森林環境等の保全について、ながら川ふれあいの森管

理事業、３千９６７万円は、施設の適正かつ効率的な運営に係る

経費を、また、同施設の維持管理計画に基づく維持補修等を行う

にあたり、県の森林・環境税を財源として、下刈りなど里山林の

整備や、防護柵の取り換えなど老朽化が進む施設の再整備を実施

するものです。 

森林等環境整備事業、１千３３６万９千円は、清流の国森林・

環境税を活用し、里山林整備、県産材を使用した散策路整備等を

実施するものです。 

たずさえの森事業、７７万２千円は、森林資源の造成と長良川

の清流維持を図るため、上流域の自治体と分収造林契約を締結し

た森林について、下刈りや除伐などの管理を行います。 
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魚類放流事業、５５６万５千円は、未成魚アユの放流及び人工

ふ化を実施することで、世界農業遺産に認定された清流長良川の

鮎を確保し、内水面漁業の振興を図るものです。 

１６ページを御覧ください。 

続いて、⑤農業用水利施設等の整備です。多面的機能保全管理

活動交付金、４千６２０万円は、農業集落が有する多面的機能が

維持・発揮されるよう地域資源の保全管理活動に取り組む農地維

持活動、施設の長寿命化に向けた更新等を行う資源向上活動など

に対し、国、県と一体となって助成するものです。 

かんがい排水・機械揚水事業、1 億３千６７６万８千円は、農

業用水の確保を目的に、老朽化した農業用施設を整備するもので

す。 

最後に、重点課題の２つ目、食の安心確保では、食肉地方卸売

市場及び中央卸売市場の円滑な施設管理・運営を行い、地域の食

の安全・安心の確保に努めてまいります。 

以上のような事業を着実に実施することにより、本市の農林水

産業の振興を図ってまいります。 

以上で説明を終わらせていただきます。 

 

ありがとうございました。  

ただいま農林部次長から要望書に対する回答と平成３０年度農

林部予算について説明をいただきました。 

数多くの要望に答えていただきありがとうございました。今年

度の事業の推進をよろしくお願いいたします。 

 

   続きまして、議案第１８号、平成３０年度農業委員会農業振興

対策の重点事業計画についてを議題といたします。内容につきま

して事務局から説明をお願いいたします。 

 

議案第１８号、平成３０年度農業委員会農業振興対策の重点事

業計画について説明いたします。 

 お手元の議案２６ページを御覧ください。 

はじめに岐阜市農業委員会重点事業実施方針ですが、我が国の

農業は、従事者の高齢化や後継者の不足、小規模経営などの構造

上の要因に加え、輸入農産物の増加による経済のグローバル化へ

の対応、農作物の低価格化等による担い手の減少、耕作放棄地の



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増大など、乗り越えなければならない課題が山積みとなっていま

す。 

しかしながら、食料の安定供給を図り、国土・環境保全の基盤

である農地を守る必要があることは言うまでもありません。 

 平成２８年に見直された農林水産業・地域の活力創造プランで

は、農林水産業を成長産業とするため、６次産業化や輸出の促進、

農地中間管理機構による担い手への農地集積の実施に向けた取り

組み等が示されました。 

 また、同年に改正された農業委員会等に関する法律では、農業

委員の選出方法が変更されるとともに農地利用最適化推進委員が

新設され、農地等の利用の最適化の推進が農業委員会の重点業務

として明確化されました。 

この法改正に伴い、本市農業委員会においては、昨年７月、農

業委員の任期満了による改選にて、農業委員１９名、農地利用最

適化推進委員３０名による新体制で活動が始まりました。 

農業者の公的代表である農業委員会は、公平・公正かつ適正に

農地を管理するとともに、担い手への農地集積を進め、耕作放棄

地の解消に努め、農業生産基盤である優良農地の確保を図るとと

もに、農業を広く市民に周知することで意欲と希望が持てる農業

経営の実現に向けて、関係機関・団体と連携して次の重点事業を

推進します。 

２７ページを御覧ください。 

１つ目の担い手の育成と農地利用集積等の推進について、事業

実施計画ですが、農業委員会は農業経営基盤の強化の促進に関す

る基本的な構想の実現に向けて、中心となる担い手の育成と、担

い手への農地集積を図るために農地流動化推進事業を進めてまい

りました。その結果、平成３０年３月末現在では７６６．３ヘク

タールとなっています。 

また、平成２４年度に作成された岐阜市人・農地プランと平成     

２５年度に新たに実施された農地中間管理事業を基に、今年度も      

中心となる担い手の育成と、担い手への農地集積を積極的に進め  

ます。 

 続きまして推進方法ですが、今年度の新規の利用権設定面積を

２０．０ヘクタール以上とします。また、農業委員会の農地銀行

事業とＪＡぎふの農地利用集積円滑化事業、農地中間管理事業を

活用し、各地区農政推進委員会の協力を得て、担い手への利用集



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積と新たな担い手の掘り起こし活動、利用権設定の期間満了に伴

い、相対契約から農地利用集積円滑化事業へ利用権設定の切り替

えを積極的に推進、岐阜市人・農地プランを活用した支援施策の

周知に努めます。 

 さらに、ＪＡぎふ等関係団体と連携し、農家、団体に対する相

談会等の開催や、集落営農組織の育成と法人化、認定農業者への

誘導を図り、優良農地の確保に努めます。 

続きまして、２つ目の遊休農地の発生防止と解消について、事

業実施計画ですが、遊休農地は、担い手不足や農業従事者の高齢

化に伴い、全国的に増加傾向にあります。本市では平成３０年３

月末現在で、２０．０ヘクタール存在しています。 

遊休農地は、雑草の繁茂や病害虫の発生、近隣農地への土地利

用の阻害、さらに地域の環境や景観にも悪影響を及ぼしますので、

遊休農地の発生防止と解消対策は、農地法改正により農業委員会

の重要な業務となり、これらの遊休農地の解消を図るため、農地

利用状況調査を行い、各種の事業を通じて解消に努めてきました。

本年度も引き続き、遊休農地の解消に向けた取り組みを実施しま

す。 

２８ページを御覧ください。 

続きまして、推進方法ですが、本年度も引き続き農地利用状況

調査の実施と、土地所有者への指導、担い手農家への斡旋などの

事業を通して、８．０ヘクタールの遊休農地を解消することを目

標に取り組みます。 

続きまして、３つ目の食農教育の定着と普及推進について、事

業実施計画ですが、平成１７年に制定された食育基本法と、平成

２０年策定の岐阜市食育推進計画、２５年策定の第２次食育推進

計画、３０年策定の第３次食育推進計画に基づき、食育関連事業

が総合的、計画的に進められています。 

こうした中で農業委員会は、平成１５年度から子どもを対象と

した農業体験を通じて、食農教育活動を実施してきました。さら

に平成２３年度から、地産地消立市の実現に向け、食農教育児童

実践支援事業を実施し、市内全ての小学校において活動を支援し

ました。 

また、平成２５年度からは、市民農園を利用して土づくりから

始まる一連の農作業に加え、収穫した農作物を使った調理体験を

実施しています。 
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今年度も、食農教育児童実践支援事業を実施し、農作物に対す

る理解や食に対する意識を高め、充実した食生活の実現を図るた

め、農業委員、農地利用最適化推進委員、農政推進委員、教育関

係者、農業団体が一体となって推進します。 

続きまして、推進方法ですが、農業委員会、農政推進委員会が

中心となって、ＪＡぎふ、教育関係者、農業関係者等の協力を得

て、小学生に農作物の栽培、収穫、調理体験の機会を提供し、市

内全小学校の参加を目標とし、取り組んでいきます。 

２９ページを御覧ください。 

続きまして、４つ目の農業関係者研修会の実施について、事業

実施計画ですが、食料自給率向上のためには、地域農業の活性化

が求められています。そのためには、農業者が農業施策について

認識を深め、農地の有効活用と、将来を見据えた先進的な農業経

営を学ぶために、研修会を開催して情報の共有と意識の向上に努

めます。 

続きまして推進方法ですが、開催にあたっては、市農林部、Ｊ

Ａぎふ営農部の協力を得て実施します。 

以上でございます。よろしくお願いします。 

 

ただいま、議案第１８号について説明を受けました。 

平成３０年度農業委員会農業振興対策の重点事業計画について

は、４項目ありますが、いずれも地域の農業振興を図る上で、重

要な事業でありまして、今年度に農業委員会が積極的に取り組み

をしたいという事であります。 

ただいまの説明について、何か御意見等ございましたら、御発

言願いたいと思います。 

 

御意見も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定いたします。 

ただ今、決定させていただきました重点事業は、委員の皆さん

が、地域で積極的に推進をしていただくことでございますので、

地区農政推進委員会におきまして、推進されることをよろしくお
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髙島副主幹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

願いしたいと思います。 

 

   続きまして、議案第１９号、平成２９年度の目標及びその達成 

に向けた活動の点検・評価案並びに平成３０年度の目標及びその 

達成に向けた活動計画案についてを議題といたします。内容につ 

きまして事務局から説明をお願いいたします。 

 

それでは議案第１９号について、農業委員会事務局の髙島から

説明させていただきます。着座にて説明させていただきます。 

これは、農業委員会等に関する法律の一部改正により、農地等

の利用最適化の推進が必須事務となったことに併せ、農地等の利

用の最適化の推進状況及び農業委員会における事務の実施状況に

関する情報について、インターネット等で公表することが法定化

されたことに伴い、活動状況について公表するものでございます。 

平成２９年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評価案

について説明いたします。 

３２ページを御覧ください。 

Ⅰ、農業委員会の状況の１、農業の概要につきましては、 

２０１５年農林業センサスのデータに基づいております。 

２、農業委員会の現在の体制は記載のとおりでございます。 

３３ページを御覧ください。 

Ⅱ、担い手への農地の利用集積・集約化でございますが、２、

平成２９年度末の実績は、７６６．３ヘクタール、集積率は 

１９．１パーセントでございます。 

３、目標の達成に向けた活動を行いました。 

４、評価の案は記載のとおりでございます。 

３４ページを御覧ください。 

Ⅲ、新たな農業経営を営もうとする者の参入促進でございます

が、平成２９年度は新たに２経営体が参入しました。 

３、目標の達成に向けた活動を行いました。 

４、評価の案は記載のとおりでございます。 

３５ページを御覧ください。 

Ⅳ、遊休農地に関する措置でございますが、農地利用状況調査

を調査員による現地調査の方法で実施したところ、遊休農地面積

が２０．０ヘクタールあり、所有者に対し意向調査を実施し、平

成２９年度末までに、７．７ヘクタールを解消いたしました。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、２の目標の達成に向けた活動は記載のとおり実施しました。 

４、評価の案は記載のとおりでございます。 

３６ページを御覧ください。 

Ⅴ、違反転用への適正な対応につきましては、通年の農地パト

ロールを実施し、解消に向けて指導をいたしました。 

３７ページを御覧ください。 

Ⅵ、農地法等によりその権限に属された事務に関する点検につ

きまして、 １、農地法第３条に基づく許可事務の実施状況でござ

いますが、農地部会及び総会におきまして、農地法の許可案件に

ついて、事務局から許可基準に合致する旨を説明し、担当農業委

員から地域との協調等の状況について意見を述べていただくこと

を実施し、平成２９年度は１１０件処理いたしました。 

２、農地転用に関する事務の実施状況でございますが、１と同

様に、農地部会及び総会におきまして、農地法の許可案件につい

て、事務局から許可基準に合致する旨を説明し、重要案件につき

ましては、担当農業委員から地域との協調等の状況について意見

を述べていただくことを実施し、平成２９年度は６７件処理いた

しました。 

３８ページを御覧ください。 

３、農地所有適格法人からの報告への対応でございますが、平

成２９年度は、管内２６法人のうち、岐阜市に報告書提出が必要

な全ての農地所有適格法人から報告がございました。 

続きまして、４、情報の提供等につきましては記載のとおり実

施いたしました。 

３９ページを御覧ください。 

Ⅶ、地域農業者等からの主な要望・意見及び対処内容につきま

しては、記載のとおりでございます。 

Ⅷ、事務の実施状況の公表等でございますが、１、総会等の議

事録はホームページ及び書面にて公表しております。 

３、活動計画の点検・評価はホームページに公表しております。 

以上が、平成２９年度の目標及びその達成に向けた活動の点検

・評価案でございます。 

続きまして、４０ページを御覧ください。 

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動計画案について

説明させていただきます。 

Ⅰ、農業委員会の状況の１、農家・農地等の概要につきまして
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議  長 

は、２０１５年農林業センサスのデータに基づいております。 

２、農業委員会の現在の体制は記載のとおりでございます。 

４１ページを御覧ください。 

Ⅱ、担い手への農地の利用集積・集約化の１、現状及び課題で

ございますが、平成３０年３月末現在の管内農地面積は 

３，９５０ヘクタールで、これまでの集積面積は７６６．３ヘク 

タールでございます。 

平成３０年度は、目標集積面積を７８６．３ヘクタールとして

おります。 

続いて、Ⅲ、新たな農業経営を営もうとする者の参入促進の現 

状は、新規参入者が平成２７年度は３経営体、平成２８年度は５ 

経営体、平成２９年度は２経営体でございます。 

平成３０年度の新規目標数は５経営体でございます。 

４２ページを御覧ください。 

Ⅳ、遊休農地に関する措置につきましては、平成３０年３月末

現在の管内農地面積は３，９７０ヘクタール、遊休農地面積は 

２０．０ヘクタールでございます。 

平成３０年度の目標解消面積は８．０ヘクタールでございます。 

Ⅴ、違反転用への適正な対応でございますが、今年度も通年の

農地パトロールを実施し、早期発見による未然防止にあたる一方、

広報紙に農地転用制度及び違反の場合の罰則について掲載し、周

知に努めます。 

平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動計画案は、以上

でございます。 

議案第１９号の説明を終わらせていただきます。 

 

ありがとうございました。ただいま、事務局から説明がありま

した、平成２９年度の目標及びその達成に向けた活動の点検・評

価案並びに平成３０年度の目標及びその達成に向けた活動計画案

については、農業委員会の活動の透明性が求められている今日、

情報の公開という観点からも、取り組んでいかなければならない

ことと思われます。 

ただいまの説明について、何か御意見等ございましたら御発言

願いたいと思います。 

   

   御意見も無いようですので、原案のとおり決定することについ
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て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定いたします。 

ただいま決定させていただきました、点検・評価並びに計画案

につきましては、ホームページで公開して地域農業者等の御意見

を募集した後に、総会に上程させていただく予定です。 

ここで、いったん約１０分間休憩といたします。午後４時２５

分に会議を再開いたします。 

 

  【休憩】 

 

   それでは、会議を再開いたします。 

引き続き、議案の審議に入ります。議案２０号、農地法第３条

第 1 項の規定による許可を要する農地の買受適格証明願の審議に

ついて、今回の出願は２件、以上を議題と致します。 

事務局の説明を求めます。 

 

それでは、議案第２０号、農地法第３条第１項の規定による許

可を要する農地の買受適格証明願の審議について説明させていた

だきます。 

４３ページを御覧ください。今回出願がありました農地につき

まして、民事執行規則による強制執行として、岐阜地方裁判所に

おいて期間入札の公告が行われております。 

入札に付される物件は農地でありますので、入札に参加するた

めには、民事執行規則第３３条による買受申出の資格の制限とし

まして、権限を有する行政庁の交付した買受適格証明書を有する

者及び買受けについて農地法上の許可又は届出を必要としない者

に限り、買受申出をすることができるものであります。 

買受適格証明の発行にあたっては、入札の結果、当該証明書の

交付を受けた者がその農地の買受人となり、農地法第３条の許可

申請がされた場合に、証明書の交付時と事情が異なっていると認

められる場合を除き、許可するものとして併せて提案しておりま

すので、農地法第３条の不許可基準に抵触しないことが要件とな

ります。 
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   今回は２件提出されています。 

４４ページをお願い致します。出願内容の１番の黒野地区から

の提出案件は、出願人は、今回農業経営の拡大をしようとするも

のでございます。出願人は耕作の経験が豊富で、市外に居住して

いますが、申請地までの距離は車で６０分程で通作には問題ない

ものであります。 

次の出願内容の２番、同じく黒野地区からの提出案件は、出願

人は、今回農業経営の拡大をしようとするものであります。地区

外に居住していますが、申請地までの距離は車で１５分程で通作

には問題ないものであります。 

いずれの出願に関しましても、農地の権利取得が不耕作目的や

効率的に利用しない場合、農作業に常時従事しない場合、下限面

積の制限、その他周辺の地域における農地の農業上の効率的かつ

総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれがある場合等、農地法

第３条第２項に規定する不許可基準に抵触しないものであります。 

以上でございます。 

 

ただいま、議案第２０号について事務局から申請内容の説明が

ありました。 

各申請者の営農状況等について、担当地区の農業委員の皆様か

ら説明をいただきます。 

それでは、４４ページ１番及び２番の黒野地区からの申請につ

いては、担当地区の野々村貢委員、御説明をお願いします。 

 

申請明細１番について、出願人が今回買受けを希望する農地で

は今後、植木の栽培に利用する予定とのことであります。 

申請明細２番について、出願人が今回買い受けを希望する農地

では今後枝豆を作る予定とのことであります。 

いずれも３月２２日に農地利用最適化推進委員、事務局職員と

共に現地立会いを行いました。 

出願人はいずれも耕作への意欲も強く、地域の取り決めも守っ

ていただけるということを立会い時に確認しており、地元として

も証明書発行をしても問題は無いと考えます。 

 

ありがとうございました。 

議案第２０号について、何か御意見等ございましたら御発言願い
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たいと思います。 

 

御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。 

 

引き続きまして、議案第２１号、農地法第３条第１項の規定に

よる許可申請の審議について、今回の申請は、所有権の移転５件、

使用貸借による権利の設定２件、以上を議題と致します。 

事務局の説明を求めます。 

 

それでは、議案第２１号、農地法第３条第１項の規定による許

可申請の審議について説明させていただきます。 

農地を耕作目的で所有権を移転する場合や、使用収益を目的と

する権利を設定し、若しくは移転する場合の許可申請であります。

今回提案しております申請のいずれも、農地法に規定する不許可

基準に抵触しないものであると判断しております。 

４６ページをお願い致します。 

申請明細１番、木田地区からの申請内容は、使用貸借の権利設

定で、貸人は農業経営の縮小を図り、借人はこの農地を借りて農

業経営の拡大を図ろうとするものです。 

申請明細２番、同じく木田地区からの申請内容は、使用貸借の

権利設定で、貸人は、高齢になり耕作困難になったため、借人は

この農地を借りて農業経営の拡大を図るものです。 

申請明細３番、黒野地区からの申請内容は、所有権の移転で、

高齢になり耕作困難になってきた譲渡人が農業経営の拡大を図る

譲受人へ畑を譲り渡すものです。 

申請明細４番、方県地区からの申請内容は、所有権の移転で、

譲渡人は農業経営の縮小を図り、譲受人はこの農地を取得して農

業経営の拡大を図ろうとするものです。 

申請明細５番、西郷地区からの申請内容は、所有権の移転で、

譲渡人は農業経営の縮小を図り、譲受人はこの農地を取得して農

業経営の拡大を図ろうとするものです。 
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申請明細６番、三輪厳美地区からの申請内容は、所有権の移転

で、高齢になり耕作困難になった譲渡人が農業経営の拡大を図る

譲受人へ田を譲り渡すものです。 

申請明細７番、三輪山県地区からの申請内容は、所有権の移転

で、譲渡人の両名は相続により申請地を取得しましたが、申請地

から離れた所に居住しており耕作不便のため、農業経営の拡大を

図りたい譲受人に畑を譲り渡すものです。 

以上となります。 

 

ただいま、議案第２１号について事務局から申請内容の説明が

ありました。 

各申請者の営農状況等について、担当地区の農業委員の皆様か

ら説明をいただきます。 

それでは、４６ページ１番及び２番の木田地区の申請について

は、担当地区の西垣隆委員、御説明をお願いします。 

 

今回の申請は、農業経営を縮小する使用貸人から農業経営の拡

大を図る使用借人へ農地を貸借するものであります。今回の申請

地において、水稲を栽培される予定と聞いております。 

使用借人は地区外の方ですが、農業経験は豊富でございます。

また農機具なども事務局員が確認してございます。 

地元の取り決めも十分に理解していただいておりますので、地

元としては問題が無いものと考えております。 

 

ありがとうございました。 

続きまして、同じく４６ページ３番の黒野地区からの申請につ

いては、担当地区の野々村貢委員、御説明をお願いします。 

 

今回の申請は農業経営の縮小を図る譲渡人が農業経営の拡大を

図る譲受人へ所有権移転を行うものであります。 

３月２２日に農地利用最適化推進委員、事務局職員と共に現地

立会いを行いました。農地には柿が植えてありました。 

譲受人は方県地区を中心に耕作をしており、柿を作ろうとこれ

まで農地を探してみえたそうで、申請地では今後もこれまで通り

柿を栽培する予定とのことです。 

耕作への意欲も非常に強く、地域の取り決めも守っていただけ
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るということを立会い時に確認しており、地元としても許可につ

いては問題ないと考えております。 

 

ありがとうございました。  

続きまして、同じく４６ページ４番の方県地区からの申請につ

いては、担当地区の野々村貢委員、御説明をお願いします。 

 

今回の申請は農業経営の縮小を図る譲渡人が農業経営の拡大を

図る譲受人へ所有権移転を行うものであります。 

３月２２日に農地利用最適化推進委員、事務局職員と共に現地

立会いを行いました。 

譲受人は地元で耕作をしており、今回は水稲を栽培する予定と

のことです。 

耕作への意欲も強く、地元としても許可については問題ないと

考えております。 

 

ありがとうございました。 

続きまして、４７ページ５番の西郷地区からの申請については、

担当地区の西垣隆委員、御説明をお願いします。 

 

今回の申請は農業経営の縮小を図る譲渡人が農業経営の拡大を

図る譲受人へ所有権移転を行うものであります。 

３月２８日に農地利用最適化推進委員、事務局職員と共に現地

立会いを行いました。 

譲受人は黒野地区を中心に枝豆を耕作しており、申請地でも枝

豆を栽培する予定とのことです。 

譲受人は認定農業者であり、耕作への意欲も強く、地域の取り

決めも守っていただけるということを立会い時に確認しており、

地元としても許可については問題ないと考えております。 

 

ありがとうございました。 

続きまして、同じく４７ページ６番の三輪厳美地区からの申請

については、担当地区の福田正義委員、御説明をお願いします。 

 

この度の申請は、所有する農地の管理が高齢により困難となり、

農業経営を縮小したい譲渡人が、近隣で農業経営の拡大を図る譲
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受人へ所有権の移転を行うものであります。                  

３月１６日に厳美地区の農地利用最適化推進委員、事務局職員

と共に現地立会いを行いました。申請地では水稲を栽培する予定

とのことです。 

譲受人は、地元の方ですので、地元の取り決めも把握しておら

れます。 

耕作状況も問題なく、必要となる許可要件も満たしていること

から、この度の許可については問題が無いものと考えます。 

 

ありがとうございました。  

続きまして、同じく４７ページ７番の三輪山県地区からの申請

については、担当地区の山口基治委員、御説明をお願いします。 

 

この度の申請は、所有する農地が住居地より遠方にあり農業の

継続が困難となった譲渡人が、農業経営の拡大を図る譲受人へ所

有権の移転を行うものであります。      

３月２７日に山県地区の農地利用最適化推進委員、事務局職員

と共に現地立会いを行いました。申請地では野菜を栽培する予定

とのことです。 

譲受人は、今回の申請地に隣接した畑を所有しており、また、

すぐ西隣に自宅があります。 

耕作状況も問題なく、必要となる許可要件も満たしていること

から、この度の許可については問題が無いものと考えます。 

 

ありがとうございました。 

議案第２１号について、何か御意見等ございましたら御発言願

いたいと思います。 

 

御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。  

 

引き続きまして、議案第２２号、農地法第４条第１項の規定に 
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議  長  

 

 

 

 

西垣委員 

 

よる農地転用許可申請の審議について２件、以上を議題と致しま

す。事務局の説明を求めます。 

 

それでは、議案第２２号、農地法第４条第１項の規定による農

地転用許可申請の審議について説明させていただきます。 

市街化調整区域内にある農地を、耕作する者自らが転用する場

合の許可申請であります。 

今回は、４９ページの用途区分別総括表にありますように、再

生エネルギー発電設備が１件、その他が１件、合計２件で、転用

面積は畑３，７０７平方メートルとなっております。 

５０ページの申請明細をお願い致します。 

申請明細１番、方県地区の申請内容は一時転用で、申請地は地

盤が低いため嵩上げして畑地転換するものです。申請地は、農用

地ですが例外許可規定にある一時的な利用に供するために行うも

のに該当するため許可し得るものです。 

申請明細２番、西郷地区の申請内容は太陽光発電施設に転用す

るものです。申請地は、宅地化の状況から見て、道路、鉄道若し

くは軌道の線路その他の恒久的な施設又は河川、水路等によって

区画された街区に占める宅地の割合が４０パーセントを超える街

区の中に位置しているため、第３種農地と判断されますので許可

し得るものです。 

この申請は、１，０００平方メートルを超える大規模転用にな

りますので議案書７９ページに位置図を付けてございます。御覧

ください。 

右上の周辺地図ですが、転用される場所は、西郷地区の北部で、

一級河川板屋川の西約１００メートル、西郷小学校から北へ約５

００メートルのところに位置している農地でございます。 

以上でございます。 

 

   ただいま、議案第２２号について事務局から説明を受けました   

  が、５０ページ２番の西郷地区から申請されました農地転用につ

いては現地調査を行いました。担当地区の西垣隆委員、御説明を

お願いします。 

 

   今回の申請は、太陽光発電施設として自己所有農地の転用を行

うものであります。 
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農地の転用にあたり、３月２８日に西郷地区の農地利用最適化

推進委員、事務局職員、転用事業者と共に現地立会いを行いまし

た。草刈り等の管理は今後も農地所有者がしていくということで、

適切な管理を指導しました。また、立会いの際には近隣農地、水

路、農道等への影響の無いようお願いしました。 

許可は問題ないものと考えています。 

 

ありがとうございました。  

  議案第２２号について、何か御意見等ございましたら御発言願

いたいと思います。  

   

  御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

 御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。  

 

引き続きまして、議案第２３号、農地法第５条第１項の規定に

よる農地転用許可申請の審議について、所有権の移転４件、以上

を議題と致します。  

事務局の説明を求めます。  

 

それでは、議案第２３号、農地法第５条第１項の規定による農

地転用許可申請の審議について、説明させていただきます。 

市街化調整区域内にある農地を農地以外のものにするために、

所有権の移転又は貸借による権利の設定を行う場合の許可申請で

あります。 

５２ページをお願い致します。 

総括表にありますように、用途区分別では官公署及び病院等公

的施設が１件、工業及び鉱業用地が２件、農林漁業用施設が１件、

合計４件で、転用面積といたしましては、 

田畑合計３，２０８．５５平方メートルとなっております。 

５３ページの申請明細をお願い致します。 

申請明細１番、芥見地区から申請内容は所有権の移転で、医療

機関の露天駐車場に転用するものです。申請地は水管、下水道管
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又はガス管のうち２種類以上が埋設されている４メートル以上の

道路の沿道の区域であって、容易にこれらの施設の便益を享受す

ることができ、かつ申請に係る農地から５００メートル以内に２

以上の教育施設、医療施設、その他公共施設があり、第３種農地

であると判断されますので許可し得るものであります。 

申請明細２番と３番、合渡地区からの申請内容は、いずれも土

木工事業を営む譲受人の資材置場にするものです。申請地は、い

ずれも宅地化の状況から見て、道路、鉄道若しくは軌道の線路そ

の他の恒久的な施設又は河川、水路等によって区画された街区に

占める宅地の割合が４０パーセントを超える街区の中に位置して

いるため、第３種農地と判断されますので許可し得るものです。 

申請明細４番、網代地区から申請内容は、所有権の移転で、農

業用倉庫及び農作業場に転用をするものです。申請地は市街化調

整区域内の宅地の状況から見て住宅の用若しくは事業の用に供す

る施設又は公共施設若しくは公益的施設が連たんしている区域に

近接する区域内にある農地区域で、その規模がおおむね１０ヘク

タール未満である、第２種農地であると判断されます。今回の申

請は、第１種許可基準にあります農業用施設に該当しますので、

これを準用できますので許可し得るものです。 

この申請は、１，０００平方メートルを超える大規模転用にな

りますので議案書８０ページに位置図を付けてございます。御覧

ください。 

右上の周辺図ですが、転用される場所は網代地区の南北の中間

あたりで、一級河川板屋川沿いで、県道１６７号線から西へ約２

００メートル、網代小学校から北西へ約５００メートルのところ

に位置している農地でございます。 

以上でございます。 

 

ただいま、議案第２３号について事務局から説明を受けました。 

５３ページ４番の網代地区から申請されました農地転用につい

て現地調査を行いましたので、地区担当の野々村貢委員より説明

をお願いします。  

 

今回の申請は、主に西郷・網代地区で農業経営をしている法人

が農業用倉庫・農業用資材置場・農機具の洗車場として農地の転

用を行うものであります。 
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申請地は板屋川の改修に伴い農地と位置づけされましたが、耕

作しにくい土地であります。 

農地の転用にあたり、３月１９日に網代地区の農地利用最適化

推進委員、事務局職員、転用事業者と共に現地立会いを行いまし

た。立会いの際には近隣農地への影響のないようお願いしました。 

許可は問題ないものと考えています。 

 

ありがとうございました。  

  議案第２３号について、何か御意見等ございましたら御発言願

いたいと思います。  

   

  御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。  

 

引き続きまして、議案第２４号、農地法第３条の３の規定によ

る届出並びに同法第４条第１項第７号及び第５条第１項第６号の

規定による農地転用届出の受理の報告について、第３条の３届出

２８件、第４条届出１９件、第５条届出５３件、以上を報告させ

ていただきます。  

事務局の説明を求めます。  

 

それでは、議案第２４号、農地法第３条の３の規定による届出

並びに同法第４条第１項第７号及び第５条第１項第６号の規定に

よる農地転用届出の受理の報告について説明させていただきます。 

はじめに第３条の３の規定による許可不要であります相続等に

よる農地の権利取得の届出です。 

５５ページをお願い致します。 

各地区別の報告となっております。届出のありました２８件の

内訳は、 

田が５８筆４３，７１４．１１平方メートル、 

畑が３４筆１２，６７８．００平方メートルで、 

合計９２筆５６，３９２．１１平方メートルでした。 
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続きまして５６ページをお願い致します。 

市街化区域内の農地を耕作者自らが転用する第４条届出の総括

表となります。用途区分別では、一般個人住宅６件、集団住宅そ

の他が５件、貸駐車場及び資材置場が７件、その他が１件、合計

１９件、面積といたしましては、田畑合計で１１，００５．００

平方メートルでした。 

受理明細は５７ページから６１ページに記載してございます。 

続きまして、６２ページをお願い致します。 

市街化区域内の農地を転用目的のため権利の移動、若しくは設

定を行う第５条届出の総括表となっております。用途区分別では、

一般個人住宅が１６件、集団住宅その他が２３件、官公署及び病

院等公的施設が１件、工業及び鉱業用地が２件、店舗等施設が７

件、貸駐車場及び資材置場が３件、再生エネルギー発電設備が１

件、合計５３件、面積といたしましては、田畑合計で 

３３，３３７．９６平方メートルでした。 

受理明細につきましては、６３ページから７６ページとなって

おります。 

以上、農地の権利取得及び市街化区域内農地の転用につきまし

て、届出内容が適法であると認められたものにつきまして、平成

３０年３月に農業委員会事務局規程に基づき、農業委員会事務局

長が受理を行いましたものを報告させていただきます。 

以上となります。 

 

ただいまの議案第２４号については、報告議案でございますの

で御承知おきください。 

 

引き続きまして、議案第２５号、租税特別措置法第７０条の６

第１項の規定による農地等に係る相続税の納税猶予の適用に関す

る適格者証明願の審議について、今回の出願は１件、以上を議題

と致します。 

事務局の説明を求めます。 

 

それでは、議案第２５号、租税特別措置法第７０条の６第１項

に規定する農地等に係る相続税の納税猶予の適用に関する適格者

証明願の審議について説明させていただきます。 

７８ページをお願い致します。 
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今回は１件が提出されており、特例適用農地面積は、 

畑が１，３６４．００平方メートルとなっております。 

証明願の内容審査としまして、事務局において遺産分割協議書

等による相続人の確認を行い、特例適用農地について適正な耕作

が行われていることなど、納税猶予を受けるための要件を備えて

いるか十分調査し、提案させていただいております。 

以上でございます。 

 

ただいま、議案第２５号について事務局から説明を受けました

が、何か御意見等ございましたら御発言願いたいと思います。 

 

御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。 

 

引き続きまして、現在、黒野地区及び岩地区において砂利採取

に伴う一時転用許可がされています。 

黒野地区の工事の進捗状況について、担当地区の野々村貢委員、

御説明をお願い致します。 

 

黒野区内で現在行われている砂利採取の状況を報告致します。 

現在は、採取のための掘削作業が始まっています。 

３月１５日に事業者と県及び市の関係部局による定期立入検査

がありましたが、問題なく掘削が行われていることを確認してい

ます。 

 

ありがとうございました。 

続きまして、岩地区の工事の進捗状況について、担当地区の清

水健吉委員、御説明をお願い致します。 

 

岩地区内で行われている２件の砂利採取の状況を報告致します。 

まず岩滝西２丁目地内の砂利採取につきましては、現在も引き

続き、埋戻し作業が行われております。３月１５日に県及び市の
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関係部局による定期立入検査がありましたが、その時に木くずと

コンクリートがらが一つずつ混入していましたので、市産業廃棄

物指導課から事業者に口頭で撤去の指導をし、混入物の撤去をさ

せております。また、３月２６日付で事業者から県に埋戻し土の

変更の届出がなされ、製造物含有の無い残土及び別件で許可を受

けている砂利採取地の土を埋戻し土に追加されています。５月中

旬に埋戻し完了予定と聞いておりますので、今後も引き続き、地

区農政推進委員や関係部局による見回りを行ってまいります。 

また、岩滝西３丁目地内の砂利採取につきましては、現在採取

のための掘削作業が始まっています。３月１５日に事業者と県及

び市の関係部局による定期立入検査がありましたが、問題なく掘

削が行われていることを確認しています。工事の進捗状況に合わ

せ、周辺農地に係る営農活動に支障が生じないよう見回りを行っ

てまいります。 

 

ありがとうございました。 

ただいま、報告のありました工事の進捗状況について、何か御

質問等ございましたら御発言願いたいと思います。 

 

御質問も無いようですので、砂利採取の報告については、これ

をもって終わらせていただきます。 

なお、黒野地区及び岩地区については今後も引き続いて中間報

告をお願いしたいと思います。 

 

引き続きまして、別冊の第４回農業委員会総会議案その２でご

ざいます。議案第２６号、農用地利用集積計画の決定について、

賃借権の設定２３件、使用貸借による権利の設定１，４７４件、

所有権の移転６件、以上について、平成３０年４月５日付け、岐

阜市農政第６号をもって、岐阜市長から依頼がありましたので、

農業委員会の意見を決定するため提案します。 

関係部局の説明を求めます。 

 

農林政策課の谷口と申します。よろしくお願いします。 

議案第２６号、農用地利用集積計画の決定について説明致しま

す。表紙に平成３０年第４回岐阜市農業委員会総会議案その２、

農業経営基盤強化促進法及び農地中間管理事業の推進に関する法



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

律関係と書かれている冊子を御覧ください。 

まず、1 ページを御覧ください。 

今回の農用地利用集積計画の内容は、賃借権の設定が２３件、

使用貸借による権利の設定が１，４７４件、所有権の移転が６件

となっております。 

なお、賃借権と使用貸借の設定期間ごとの件数は、下段に記載

のとおりです。 

また、記載しておりませんが集積する面積は、 

賃借権が２８，５９０．００平方メートル、 

使用貸借が１，３７１，５９４．７８平方メートル、 

所有権移転が８，５３４．００平方メートルであり、 

合計面積は１，４０８，７１８．７８平方メートルとなっており

ます。 

新規と更新の内訳につきましては、 

新規が５１２，６９４．００平方メートル、  

更新が８９６，０２４．７８平方メートルとなっております。 

次に、集積の内容について、御説明致します。 

２ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間３年の相対の賃貸借による総括表でありま

す。 

借賃に関しまして、右端から２列目に記載してございますが、

いずれも地域内の実情を考慮し、問題ないものと考えております。 

続いて、３ページから４ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間３年の相対の使用貸借による総括表であり

ます。 

次に、５ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間６年の相対の賃貸借による総括表でありま

す。借賃に関しまして、右端から２列目に記載してございますが、

いずれも地域内の実情を考慮し、問題ないものと考えております。  

次に、６ページから７ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間６年の相対の使用貸借による総括表であり

ます。 

次に、８ページから９ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間１０年の相対の使用貸借による総括表であ

り、こちらは全て農地中間管理機構に対し、農地を貸し出すもの

であります。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に１０ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間１５年の相対の賃貸借による総括表であり、

これらは全て農地中間管理機構に対し、農地を貸し出すものであ

ります。借賃に関しまして、右端から２列目に記載してございま

すが、いずれも地域内の実情を考慮し、問題ないものと考えてお

ります。  

続いて、１１ページを御覧ください。 

こちらは設定期間２０年の相対の使用貸借による総括表であり、

これらは全て農地中間利機構に対し、農地を貸し出すものであり

ます。 

次に、１２ページを御覧ください。 

１２ページから３６ページは、設定期間３年の農地利用集積円

滑化事業の使用貸借による総括表であります。 

続いて３７ページを御覧ください。 

３７ページから５８ページまでは、設定期間６年の円滑化事業

の使用貸借による総括表であります。 

 次に５９ページを御覧ください。 

こちらは設定期間８年の円滑化事業の使用貸借による総括表で

あります。 

続いて、６０ページを御覧ください。 

６０ページと６１ページは、設定期間１０年の円滑化事業の使

用貸借による総括表であります。 

次に、６２ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間０．５年の担い手への面的集積の使用貸借

による総括表であります。 

続いて６３ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間１年の面的集積の使用貸借による総括表で

あります。 

次に６４ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間１．５年の面的集積の使用貸借による総括

表であります。 

続いて、６５ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間２年の面的集積の使用貸借による総括表で

あります。 

次に、６６ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間２．５年の面的集積の使用貸借による総括
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議  長 
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表であります。 

続いて、６７ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間３年の面的集積の使用貸借による総括表で

あります。 

次に、６８ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間４年の面的集積の使用貸借による総括表で

あります。 

続いて、６９ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間４．５年の面的集積の使用貸借による総括

表であります。 

次に、７０ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間５．５年の面的集積の使用貸借による総括

表であります。 

続いて、７１ページを御覧ください。 

こちらは、設定期間７．５年の面的集積の使用貸借による総括

表であります。 

次に、７２ページを御覧ください。 

こちらは、所有権の移転による集積の総括表であります。 

以上、御説明いたしました農用地利用集積計画につきましては、

農業経営基盤強化促進法第１８条第３項の要件にそれぞれ該当し

ているものと考えます。 

議案第２６号についての説明は以上であります。 

 

ただいま、議案第２６号について説明を受けましたが、何か御

意見等ございましたら御発言願いたいと思います。 

 

御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ

て、御異議ございませんか。 

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。 

 

引き続きまして、議案第２７号、農用地利用配分計画案の策定

に対する意見決定について、賃借権の設定３件、使用貸借による

権利の設定３８件、使用貸借による権利の移転１件、以上につい
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議  長 

て、平成３０年４月６日付け、岐阜市農政第８号をもって、岐阜

市長から依頼がありましたので、農業委員会の意見を決定するた

め提案します。  

関係部局の説明を求めます。 

 

それでは議案第２７号につきまして、農用地利用配分計画案の

策定に対する意見決定についての内容を説明致します。 

７４ページの様式第３号２（ア）の農用地利用配分計画案を御

覧ください。 

この配分計画案は、農地の出し手と受け手について氏名・住所、

土地の所在地、利用権の種類、内容、貸借する期間等を記載して

おります。 

農地中間管理機構から受け手に農地を貸すためには、この計画

案を作成する必要があり、農地中間管理事業の推進に関する法律

第１９条第３項に基づき、農業委員会の意見を聞いて定めること

となっておりますので、今回、議案として提出させていただきま

した。 

本事業を活用する貸借の件数は、４１件あり、内訳は、合渡地

区が９件、方県地区が１件、網代地区が５件、常磐地区が２３件、

鷺山地区が２件、南長森地区が１件、となります。 

各地区の農地の受け手につきましては合わせて９経営体となり

ます。 

また、本事業を活用する農地の所在地については、７７ページ

から９３ページの地図に記載されており、黒く塗られている農地

が、今回、本事業の該当する農地となります。 

続きまして、７６ページの様式第３号２（イ）の農用地利用配

分計画案を御覧ください。 

この配分計画案は、平成２９年１２月２８日を始期として権利

設定されました農地について、農地の集約化を行うため受け手の

変更を行うものです。 

議案第２７号の説明は以上でございます。 

 

ただいま、議案第２７号について説明を受けましたが、何か御

意見等ございましたら御発言願いたいと思います。  

 

御発言も無いようですので、原案のとおり決定することについ
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議  長 

て、御異議ございませんか。  

 

【「異議なし」との声が多数あり。】 

 

御異議ございませんので、原案のとおり決定致します。  

 

以上をもちまして、本日の議案はすべて終了致しましたので、

本日の会議はこれにて終了致します。 

 

議長は、本日の会議終了につき午後５時２０分閉会を宣す。 

 


